


































































































































































































































年度 学校及図書館特別会計 一般会計 




昭和 ２ 年度 
　　 ３ 年度 
　　 ４ 年度 


































































































































































































































生 徒 控 室  
国際聯盟 





















































































































種　　　　　目 数量（坪） 建築費（円） 
事務所建 
倉 庫 建 
雑 屋 建 
事務所建 
雑 屋 建 























































































































































































































































































































































































第１学年毎週授業時間数 第２学年毎週授業時間数 第３学年毎週授業時間数 



















































































































































卒業年度 大正13年度卒 大正12年度卒 
大正10年度卒 大正9年度卒 合計 
大正11年度卒 
学歴区分 中卒 商卒 計 中卒 商卒 計 中卒 商卒 計 






































































































富 山  
石 川  
新 潟  
愛 知  
東 京  
北海道 
長 野  
岐 阜  
静 岡  
福 井  
兵 庫  
山 形  
愛 媛  
三 重  
栃 木  
群 馬  
茨 城  
秋 田  
岩 手  
山 梨  
福 島  
山 口  
福 岡  
大 阪  













































































































岡 山  
滋 賀  
青 森  
宮 城  
千 葉  
大 分  
高 知  
和歌山 
広 島  
香 川  
島 根  
徳 島  
熊 本  
関東州 
埼 玉  
台 湾  
朝 鮮  
長 崎  
佐 賀  
奈 良  
宮 崎  
樺 太  


























































































































































































人 数就 職 業 種  
銀 行 金 融 業  
工 業 会 社  
官 公 吏  
貿 易 商 業  
教 員  
保 険 業  
電 気 事 業  
鉱 業  
交 通 電 鉄 業  
そ の 他  
進 学  
兵 役  
自 家 営 業  
未 就 職  





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































県　名 人　数 県　名 人　数 
富 山  
石 川  
長 野  
新 潟  
兵 庫  
愛 知  
岐 阜  
福 井  
三 重  
大 阪  
岡 山  
京 都  
群 馬  
愛 媛  
山 口  
神 奈 川  
静 岡  
福 岡  
鹿 児 島  
東 京  
千 葉  
山 梨  
滋 賀  
鳥 取  
島 根  





















































高 知  
山 形  
奈 良  
和 歌 山  
徳 島  
佐 賀  
熊 本  
宮 崎  
茨 城  
埼 玉  
香 川  
大 分  
岩 手  
秋 田  
福 島  
栃 木  
長 崎  
米 国  
北 海 道  
青 森  
宮 城  
沖 縄  
樺 太  
台 湾  
朝 鮮  











昭和2年4月 昭和3年4月 昭和4年4月 昭和5年4月 
74（45%）
27
4
7
112（69％）
163
134（42%）
45
10
10
199（62％）
320
170（38%）
61
12
14
257（57％）
452
165（36%）
59
13
16
253（55％）
463
166（36%）
67
9
15
257（55％）
466
176（38%）
68
12
17
273（59％）
467
（単位：人）
に順応するため、海外経済事情を必修科目とし、南
米への進出を想定しスペイン語を増設、その他科目
全般にわたる改正を計画し、改正案を文部省に申請、
認可されたため新学年から実施された。
鈴木校長は昭和５（1930）年９月９日帰国、９月
18日に着任した。姫路に生まれ、明治41（1908）年
東京帝国大学法科大学を卒業後文部省に勤めたが、
その後教育者として香川県立商業学校に赴任し、大
正５（1916）年には市立高岡商業学校長として高岡
に赴任、在任１年後に長崎高等商業学校教授として
転出、大正12（1923）年彦根高等商業学校の創設と
同時に教頭として赴任し昭和３年在外研究員として
渡欧中に、高岡高商校長に任じられた。
新校長の教育方針は｢智徳を研き身体を練り、校
風を発揚せよ｣ということであった。この教育方針は
学生への訓辞のうちに述べられている。当時スポー
ツが全盛であり、学生がこの風潮に惑わされて勉学
軽視に流れることのないようにとの念願からだった。
新校長を迎えた初年次、昭和５年の教官異動を見
よう。川連教授の帰国による片野講師の離任、伊藤
正一教授の退任と不破貞春講師の着任、スペイン語
の新設による中村謹二講師の着任、細野教授の帰朝、
城宝教授の在外研究員としてのドイツ留学などである。
つぎに課外活動としての文化行事を振り返れば、
「海外発展という国策」を中心テーマとして集中的
に講演が行われた。すなわち昭和４（1929）年10月に
南洋協会の飯泉良三、堀口昌雄ならびにシンガポー
ル商品陳列所主事多賀正作の南洋講演会、11月には
大阪毎日新聞杜の布施勝治による満蒙およびシベリ
ヤ事情講演会、12月には秦真治陸軍少将の｢日本海
の使命と満蒙事情｣の講演、同年の開校記念日での
枢密顧問官子爵石井菊次郎の｢国際連盟の精神と帝
国の使命」および同５年開校記念日における法学博
士斉藤良衛の｢大陸を目指せ｣などがそれである。以
上のような講演に影響を受けて、学生も｢国際聯盟
協会支部｣を中心として小寺、土生、長尾、城宝、
向田の諸教授が指導し、国際法制、金融、労働、経
済事情の研究会が数年間連続して行われた。
この当時、卒業生の就職状況の不振は本校創立以
来の難問題となっていた。最初の１～２年は初代校
長を中心にした教職員の献身的努力によって、何と
か卒業式当月までには、ほぼ就職希望学生全員が就
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職を内定していた。しかし、井上財政による昭和４
（1929）年の金解禁につぐ緊縮予算の編成、輸出不
振、世界恐慌の波及による昭和恐慌の勃発によって、
わが国の景気は年々悪くなり、本校卒業生の就職者
数も減少の一途をたどった。新卒学生の就職は困難
をきわめ、昭和４（1929）年から６（1931）年にか
けては、全国の高専･大学での卒業生の就職率はわ
ずかに30～40％程度という状態だった。特に高岡高
商のように、創立後間もない、先輩の支援もほとん
ど無く、社会的地盤が強くない場合にはなおさらで
あった。卒業式当日までの就職内定者はわずかに10
名にも満たない年さえあったという。
このような状況では、学生の勉学意欲は沈滞しが
ちとなった。当時学生間では、卒業論文の研究より
も就職戦術の研究に大きな関心がはらわれるように
なり、ついに学校当局もこ就職先の開拓、卒業生の
斡旋に全力を傾けることの緊急性を痛感し、鈴木校
長は学生の卒業後の職域開拓を目指して、庶務課を
新設、家口教授を課長とし就職事務を担当させ、他
方で教官一般の応援を求めて就職状況が好転するよ
うに努力した。
昭和６（1931）年９月18日、「満州事変」が起こ
った。関東軍の謀略による破壊工作をきっかけに日
中間で起こった武力衝突を経て、関東軍は各地に進
入占領した。その後10年続く日中戦争が始まったの
である。
昭和７（1932）年４月高岡高商学校当局は、矢口
教授、柏倉教授が生徒主事、関政雄は生徒主事補と
なった。この移動に伴って土生教授は庶務課長とな
り、商品課長も依田講師から日比野教授に代わった。
さらに大熊教授が矢口教授に代わって調査課長兼務
となり、山之内講師も寮務主任を担当することにな
り、教官の総動員で学校事務を分掌することになっ
た。「満州事変」は、日本の傀儡国家満州国の成立
によって、ひとまずおさまったが、全世界の平和に
脅威を与えるものとされ、国際的な一大問題に発展
してしまった。国内でも、強硬派と平和解決派とに
分かれて意見が対立した。政治的不安動揺のうちに
軍部強硬派の血盟団事件、5 .15事件、10月事件、
2.26事件などのテロによって平和解決派は押しつぶ
され、ついに昭和８（1933）年３月27日にわが国は
国際連盟を脱退し、国際的な孤立の道を歩み始めた。
第Ⅱ部　部局編
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このように、国際的緊張の高まる中、わが国の景気
は昭和７（1932）年上半期を底に、回復の兆しが見
られるようになった。同時に、金輸出再禁止による
為替安と生産費安とによってわが国の製品が各国の
関税障壁を突破して輸出され、日本のダンピングと
非難する声さえ高まった。このような状況の中で学
科課程の改正および将来の高岡高商の活動方針が明
らかにされた。これらの点について鈴木校長自身の
語っているのを聞こう。
１、本校ハ今回学科課程ヲ改正シ新学年ヨリ之
ヲ実施スルノ方針ニテ目下其手続中ナリ新学科課
程ハ商業ニ関聯スル学術ノ分化発達ト時勢ノ進運
トニ適応スル選択科目ノ増加ノ外語学ノ研究ヲ一
層有効ナラシムル為其時間ノ一部ヲ選択ニ移シタ
ルコトヲ以テ其主ナル特徴トス（中略）
１、本校開校以来調査課ニ於テ調査ニ従事セル
富山売薬史料ノ編纂ハ幸ニ近ク其大部ノ完了ヲ告
グル予定ナルヲ以テ本年度ニ於テハ恐ラクハ其刊
行ヲ見ルヲ得ベシ
１、日本海航路及貿易ノ発展ハ吉会線ノ完成雄
基及羅津ニ於ケル築港事業ノ竣功ト伏木港第３期
拡築工事ト相俟ツテ必ズヤ近キ将来ニ於テ大飛躍
ヲ試ムベク従ツテ裏日本産業ノ全盛時代ヲ招来ス
ベキハ期シテ俟ツベク我校ノ天下ニ於ケル重要性
ヲ数倍ニ増大スルノ日モ亦決シテ遠カラザルモノ
ト信ズ、本校ハ此時期ニ備フベク先ヅ指ヲ日本沿
岸各地ノ産業調査ニ染メントス
この他、鈴木校長の着手した事業に｢校内美化｣が
ある。元来志貴野ガ原は丘陵地帯だったが、高岡高
商建設のために平らに地ならししたため、表土が削
り去られ、地味がやせてしまい、植物の生育がそこ
なわれる結果となった。鈴木校長は校地の土地改良
計画を土生教授を中心に雨宮書記、五島嘱託に一任
し、三輪高岡市技手を顧問とし、数カ年の継続事業
として実施した。そこで、土壌の交換によって緑多
い環境になった。
このころの教官の研究活動および異動について見
よう。まず昭和６（1931）年にこれまで年１回発行
の『研究論集』が年２回に発行となった。それは年
１回ではとても諸教官の活発な研究を収められない
ので、とられた措置である。諸教官の研究業績をみ
れば、大熊教授は改造杜版経済学全集の一巻として
『配分理論』および『文学のための経済学』を著し、
佐原教授には『マーシャルによる経済学講義』があ
り、さらに向井助教授はホフマンの『経営学』、レ
オポルド･マイヤーの『倉庫業の経営経済学』を翻
訳し、『配給市場論概要』を出版した。さらに柏倉
教授も文学論パンフレットの一巻として『反動とし
ての浪漫思想』という著を公にした。このように諸
教官の研究活動は著述の公刊に結実していった。
人事については、昭和８年に打出講師と三條教練
教官の相つぐ急逝があった。打出講師の急逝に対し
て同窓会が遺児教育基金の募集を行ったことが特筆
に値する。教官の異動として、小川講師およびヴェ
ナブルス、クリストファーの両外人教師が退任し、
その後任として横田辰男が講師に、ハートマンズ、
スチュアートが傭外国人教師に任用された。また在
校生として高岡高商柔道部の中心的存在だった山崎
（旧豊本）弘が、卒業後、柔道担当の教師として母
校に迎えられた。
昭和10（1935）年３月末には10周年記念事業の一
つとして『富山売薬業史史料集』が出版に漕ぎつけ
た。これは、最初は富山売薬業の各般にわたる経済、
商業、法律を担当する各教官の共同調査として着手
された事業であったが、手を広げすぎて理想に走り
すぎたため、半年ほどで一旦は挫折したという経過
があった。その後は、主に史料の収集整理という方
針に切りかえ、多くの試行錯誤を経験して、着手か
ら出版まで８年が費やされた労作である。本史料集
は、只見前校長、鈴木現校長、矢口教授の援助そし
て直接編纂に当たった上原前教授、松田四郎、村松
祐次、上原栄吉３商学士の努力、ならびに本事業の
現職責任者である城宝教授、援助者であった正木助
教授の尽力によって昭和９年末に編集が完了した。
そこでこれを10周年記念事業として刊行し配布する
ことになった。『富山売薬業史史料集』について上
原専禄教授は『同窓会誌』第10号で次のように述べ
ている。
此の種の編纂及出版が学校事業の一つとして遂
行せられたのは、日本では未曽有のことであると
思うが、菊版二千頁の大冊が近く公刊せられると
いふことには関係者として涙が出る程に悦しい。
此の企てが機縁になって方々の学校でも同様の事
が敢行せられることを希う次第だが、実は並々な
経済学部
らぬ困難を伴う性質の事業故一般の風潮になるこ
とを期待するわけにもゆくまい。或る意味では、
不思議な現象が奇蹟的に行われたのだといふ風に
も考えられる。しかし此の不思議が実現されるた
めに、実に多数の人々が永年己を空うして配意努
力せられたのだと思えば、当然のことであるとも
思はれる。（中略）此の史料集が学界でどう評価せ
られるであろうかは予想され得ないことであるし、
史料出版の理想から云えば完全なものではないが、
本邦に於ける史料編纂および出版の水準を一段高
める丈けの成果はあった筈だ。表題だけ見れば、
一地方産業の史料にとどまるが、内容には徳川中
期から明治初年に及ぶ全国的な経済および法律史
料として利用せられうるという点で広く学界を利
しうる筈だが、更に編纂の方法及版行の形式が従
来のものとは異るという点が注目されていいと思
う。（同窓会誌第10号）
この価値ある史料集を10周年記念事業の一つとし
て採択されたことは意義深く、一面高岡高商の特色
を示すものであるといってよい。
それまで募集していた10周年記念歌の当選発表と
賞品授与が昭和10年２月11日に行われた。作詞者は
２年次の角尾秀治だった。
さて、２月18日の職員会議において予算案が本決
まりとなり、４月21日同窓会臨時大会が開かれ、10
周年祝賀式記念事業のための予算収入不足に対する
同窓会の援助を要請した。また商事研究会では評議
員会を開き、10周年を記念して、従来から要望があ
った研究論集の年４回発行を決定し、記念論文集も
同時に刊行することになり、同窓生から原稿を募集
することとなった。
５月には同窓会誌第12号が発行され、同誌には鈴
木校長の｢開校10周年に際して｣の辞と只見前校長の
｢開校10周年に際して｣の辞が掲載された。只見前校
長の辞の一部を再録すれば
本年高岡高商は10周年を迎え予期の如く其存在
と其声価は内外に確認され卒業生就職も好転して
又満州国建設と共に日本海の時代も近づきつつあ
ることは喜ばしき限りである。しかし創設の当時
学校の敷地が唯荒れ果てたる草原に過ぎざりしこ
とを思ふとき今日の盛況は勿論国家県市の援助に
依るとは申しながら教官各位が和衷協同其画策に
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当られたる功労は高岡高商の存する限り後世に伝
えてよいと思う。私は満５カ年半在勤し長崎高商
に転任せるも高岡高商の当時を忘れることは出来
ることでない。
私は高岡を去りて５カ年の今日に於ても高岡高
商卒業生の為めに開拓したる地盤に触れることは
私の堪えざる処であり叉諸会社訪問の際本年より
初めて高岡高商の卒業生を採用することに決めた
という様な話を聞く度に嬉しさの余り常に謝意を
表して居り全く鈴木校長初め諸教官の御熱誠と学
生諸君の堅実なるあゆみの然らしむる処であって
学校の前途を衷心より祝福したい。
このように10周年祝賀の準備が着々と進められて
いたが、昭和10年５月に、突然同盟休校事件が起こ
った。しかし、本件は単なる誤解に起因していたの
で程なく解決した。この事件がきっかけで、土生庶
務課長、柏倉兼生徒主事が教授専任となり、小寺教
授が庶務課長、小山教授、杉山助教授が生徒主事兼
任となった。さらに日比野教授も生徒主事兼任にな
り、学務分掌の交替が行われた。一方、矢口教授の
後任として、卒業生の高田源清が教授に任用され
た。
10周年祝典は、予定通り昭和10年10月20日から10
月27日にかけて行われた。10周年記念事業は次のよ
うなものだった。
１、富山売薬業史史料集の出版
１、記念会館の建設
１、10年以上勤続職員の表彰
１、開校記念論文集の出版
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開校10周年の記念祭は10月19日午後１時から行わ
れ、開校以来の職員、卒業生、学生の物故者慰霊祭
から始まった。開校以来の物故者は、教職員６名、
卒業生37名、学生28名、計71名にのぼった。
記念式典は予定されていたように20日午前10時か
ら行われた。
学術講演会は東京帝大教授我妻栄氏の｢家族団体
の杜会的作用と民法の改正｣と神戸商大教授丸谷喜
市博士の｢静態概念の理論的及実践的意義｣の２講演
だった。この講演会は式典参列の者に大きな学問的
満足を与えたといわれている。
10月21日の展覧会は、学校概況展覧会（高岡高商
創設以来の発展状況を統計図表化し、または実物の
出品によって理解を深めるもの ─ 主任城宝教授）、
日本海時代展覧会（「満州国」の成立発展と北鮮開
港に伴って飛躍が期待される日本海通商に貢献しよ
うとする目的のもの、交通機関の部、諸港産業の部、
日本海部─細野教授担当、ソ連邦の部─横田助教
授担当、朝鮮「満州」の部─小寺･杉田両教授担当）、
写真絵画展覧会（主任正木教授）にそれぞれ分けて
展示され、その他映画会、音楽会、ポスター展、寮
祭、児童劇、寮生劇が行われ、連日高岡の秋を飾っ
た。
次に開校10周年記念論文集の内容を示しておこう。
第１部
英吉利経済学における二つの価値概念 大熊信行
貨幣の本質について 佐原貴臣
実物経済と貨幣経済の史的考察 城宝正治
統制経済の進展と企業会計 不破貞春
小売店経営合理化の実際問題 栗原邦志
鉄道旅客等級の研究 細野日出男
第２部
船内店舗の商品と共同海損 川連淳一
株主総会の議事進行と延会・継続会 高田源清
事実的公示方法とその対抗力 土生滋穂
第３部
越中五カ山における家族の変遷 小山　隆
越中五カ山における住の研究 正木隆次郎
英国古代キリスト教詩歌の誕生とその特質について
柏倉俊三
英国18世紀小説勃興期の４大小説について
今井治郎
なお記念事業の一つであった記念会館の建設は、
設計監督を文部省建築課金沢出張所に委嘱し、木造
２階建て総坪数68坪余の建築に着工したのは、予定
より遅れて昭和11（1936）年４月となり９月に完成
した。10周年記念事業の総経費は6,033円が費やさ
れ、同窓会からの寄付金は3,800余円を数え、総費
用の半分以上をしめたのである。
昭和11（1936）年から13（1938）年の３年間の教
育科目、教官人事の変遷を見ておこう。昭和11年に
は学科課程の改正がなされたが、その目的は従来時
間外の必修であった研究指導を選択科目にし、毎週
２時間の指導時間を置いたことと「満州国」の成立
に基づく授業科目を新設したことである。教官の異
動として昭和11（1936）年には小山教授は長崎高商
へ、横田助教授も広島幼年学校へそれぞれ移り、後
任として高木覚教授および亀井弥兵衛講師を迎え、
竹澤啓一郎講師は教授に昇任した。またスチュアー
ト、ハートマン両外人教師の契約期間が満了し、Ｒ.
Ｃ.ライト、Ｓ.Ａ.パードンの両氏が後任となった。昭
和12（1937）年には日比野生徒主事の在外研究員任
命によって大熊生徒主事は学生課長となり、教務課
長細野教授、調査課長城宝教授、商品課長依田講師
という学務分掌となった。また長年習字を受け持っ
た林義幹講師が去り、高岡商業学校の禅野左馬太郎
第５節　戦時下の学園と東亜科の設置
経済学部
女人解放
講師が新たに迎えられた。商業美術は森則康講師の
担当だったが、この年から県立工業試験場の我妻栄
技手が講師になり、日比野教授留学中の商業数学は
金沢高工の広瀬光家教授が担当した。昭和13年には
創立以来の蒲生教授が退官し、住み慣れた高岡をあ
とにした。
教官の研究業績は、この年は多くを数えた。佐原
教授の『貨幣の職能』、大熊教授の『経済本質論』、
『文芸の日本的形態』、土生教授の『概説民法第177
条』、栗原教授の『最新商業簿記』、小寺教授の『越
中五箇山の研究』、日比野教授の『最新商業算術教
科書』、今井教授の『外国貿易英文商業通信』、柏倉
教授の『エル･オンブ』、『シェイクスピア序説』、長
尾教授の『金融要論』、向井教授の『商業通論新講』、
『倉庫概論』、『ホフマン･売買』、『倉庫業法論』『配
給理論』、『日本商品配給解説』、高田教授の『広告
法論』、『証券法』、『独裁主義株式会社論』、『新商法
総則』、竹澤教授の『高等英作文新講』などだった。
昭和12（1937）年７月７日「日華事変」が起こっ
た。文部省は７月12日と23日の２回にわたって次の
ような通牒を出した。「（1）従来よりも一層真面目
に生徒各自の本分を守り風紀を紊し浮華軽佻に流れ
遊惰に陥る如きことなき様注意すること（2）生徒
の集会団体行動を慎み、言論並雑誌の記事等に付て
は時局に鑑み特にその内容に注意を払ふこと（3）
時局に関する認識を深め率先恤兵犒軍等の事に参加
し国民精神の昂揚に努むること」を指示している。
「日華事変」に伴う教職員の「出征」は次の通り。
高岡高商初代配属将校卯野少佐は加納部隊の部隊長
として上海方面で戦死をとげ、前配属将校佐々木大
佐も部隊長として河北、山西方面に転戦した。また
向井、宮腰、小泉、山之内の各教官も相ついで「出
征」した。
一方、高岡高商では「質実剛健の士気高揚、重大
時局への認識強化、社会への奉仕活動、体力の向上
錬磨、団体的訓練などの目的を達成する」ため、昭
和13年の夏季休暇には最初の集団勤労作業が実施さ
れることになり、教育方針も大きく転換した。この
集団勤労作業は校長以下全校の職員生徒が寮に寝起
きを共にし、「精神修養に勉め」、スコップや鍬をふ
るう土木作業であった。
この勤労作業を終えて間もなく昭和13（1938）年
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９月28日付で鈴木校長は退任した。昭和５（1930）
年３月28日に就任以来８カ年半、依願退官し、財団
法人鹿児島高等商業学校に校長として移った。
第３代堀池英一校長は昭和13（1938）年12月22日
付で高岡高商校長に発令され、翌23日に着任、２年
２カ月後の昭和16（1941）年１月15日付で文部省教
学局企画部長となり、高岡高商を去っている。堀池
校長は明治30年滋賀県大津市に誕生し、大正11
（1922）年京都帝大法学部政治学科を卒業、行政科
試験に合格、行政官として千葉、兵庫、京都、大阪
などの府県を歴任後、昭和９（1934）年文部省書記
官として文部省入りし、普通学務局学務課長、大臣
官房文書課長、同秘書課長を経て、高岡高商校長に
着任した時は数え年42歳であった。一方、鈴木校長
の退任後は、佐原教授が校長事務代理を３カ月にわ
たって務めた。
堀池校長は着任の挨拶を次のように述べている。
私は学校卒業以来、地方行政官吏として３府２
県に勤務し、昭和９年以来文部省に於て其の行政
に携った者でありますから、行政方面の仕事であ
りますれば、年の功に依りまして多少の自信と申
しますか、安心があるのでありますが、教育の実
際に従事することは今日が始めてでありますので、
内心忸怩たるものがあるのであります。然し私は
従来より「真心は天に通ずるものである」との信
念を持って居りますし、殊に青年は純真でありま
すから、必ずや私の真心に共鳴してくれるものと
信じて居るのであります。従って私はあらん限り
の力を尽して国家に御奉公申し上げ度いと存じて
居りますから御鞭撻の程お願ひ申し上げます。
私は生徒に対して就任の挨拶として日本商人と
成るべく努めよと申しました。言葉は煩る奇であ
りますが
人多き人の中にも人ぞ無き
人となれ人人となせ人
と申される通り、商人の中にも真の日本商人は少
いことと存じます。殊に現在の如く東亜新秩序の
建設に当りましては、国家的の商人、大日本帝国
の商人が要望せられること切なるものがあります。
国家の方針に従ひ国家の発展に資する商人の要望
は非常なるものがあると信じます。私は微力では
ありますが此の要望に副ふ商人の養成に最善の努
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力を致し度いと存じます。
以上のように堀池校長は、独自の教育理念を持っ
ていた。それは、高岡高商は国家商人を育成するこ
とを目的とするものだと主張したことであり、学生
にも、国家商人たれと言い続けたことに端的に現れ
ている。また堀池校長は長年文部省本省に勤務して
いたため、本省との太いパイプを持ち、本省との折
衝は極めて円滑に運ばれた。例えば後述する東亜経
済科創設を一挙に実現させたこと、校門前敷地を国
費で買収することの了解、教官の頻繁な大陸調査出
張が認められたこと、佐原教授の勅任官昇叙、諸教
授の昇叙など数々の実績を残した。
この間堀池校長は、神戸商大出身の高光教授、東
北帝大出身の大久保教授、九大出身の升本、伊藤両
教授を招聘し、他にも田中、高橋、大沼、頭川など
の教授･助教授を採用して、教官スタッフの強化に
努力し、専門学科担当の教官には一流の学者である
よう望んだ。その中で、向井教授は『続フランス倉
庫証券の法理』、『越中米の配給』、『倉庫研究Ⅰ･Ⅱ』
を出版し、高田教授も『商業組合運営法論』、『満洲
及支那の組合制度』を発刊した。さらに、高光教授
は『工業会計概説』を、大久保教授も『文化統制の
研究』を初めての著作として出版した。そして『研
究論集』には「東亜問題」の特輯号も出された。
さらに堀池校長は寄宿舎運営に特に注意を払い、
学園の兵営化の中核に寮を置き、高木教授に主任を
託し、学生には敬礼の厳守や活溌な軍事訓練を行わ
せた。軍隊式敬礼をすでに昭和14（1939）年、他の
専門学校に先がけて実施にふみきったことに、堀池
校長の教育理念の実体がうかがわれよう。
昭和14（1939）年５月22日、陸軍現役将校配属15
周年記念として学徒に対する「御親閲」が東京で行
われた。皇居前の親閲式には、不破教授（学生課長）、
高木生徒主事、柳澤配属将校および生徒代表３年生
二日市正雄他９名が参加した。さらに、昭和15
（1940）年11月10日、紀元2,600年式典に参列し、ま
た国民歌斉唱団に参加のため３年生青木俊雄、作井
良衛の両名も上京した。
堀池校長は着任以来、高岡高商の地理的条件をい
かして国家ならびに地域社会に貢献できる特色ある
学校に発展させることを願っていたが、昭和14
（1939）年暮れの教官会議で、階下教室の光線採取
のための改築が議論されたが、高田教授は東亜科の
増設ならびに日本海経済研究所の創設が緊急の課題
であることを力説した。その内容は次のように要約
できる。
昭和13（1938）年山口高商と彦根高商に増設され
た「支那科」と違い、東亜科は、高岡高商の占める
地理的特殊性と第２外国語としてのロシヤ語が選択
科目だったことを理由に、「満州」や中国はもちろ
ん、対岸ロシヤをも含めて研究対象としようとする
ものであった。
この提案に堀池校長は無条件で賛成し、新年度新
規要求としてその創設理由書の作成を高田教授にま
かせ、これを本省に提出、数回の校長の上京によっ
て昭和15（1940）年４月から開設されることに決定
した。しかし日本海経済研究所の創設は大学でなけ
れば官制による研究所を設置できないという文部省
の方針のため、官制外の付置機関とすることになっ
た。
ところで、東亜科の創設は、山口、彦根と同じよ
うに、物件費は学校側で調達しなければならないこ
とが明らかになり、校長は、まず地方官時代から親
交のあった矢野富山県知事と木津高岡市長に連絡協
議の上、県内の会社銀行から寄付を求めることにな
った。当時の高岡電燈会社から5,000円の寄付を得
たのを皮切りとして、高岡銀行、日本鋼管、北日本
汽船、不二越その他を合わせて約４万6,000円以上
となり、当初見込みの最少限３万円を上廻った。そ
れ以前に、高陵会としても母校の躍進のために臨時
総会を招集して寄付募集を議論し、参会者の賛成を
得て、全会員から１口５円以上の寄付をつのる手紙
を全会員に配付し、富山県および石川県下は高田、
高光の両常任委員が直接卒業生の私宅を訪問した結
果、合計7,500円の寄付があった。また在職職員も
自発的に寄付に参加し、1,000円の寄付を得て収入
合計５万5,460円36銭が東亜科創設費にあてられた。
200名席の新合併教室（第１号教室）の新築、第
50号合併教室（従前３年生の合併教室）の拡張、教
官研究室の新築などがきまり、設計を金沢医大営繕
部主任生駒蔵兵衛に委嘱した。設計が完了した後、
建築資材の不足や高騰のため、予算の範囲内での落
札は困難が予想された。しかし県下西砺波郡鷹栖村
の石崎喜一郎が、損失覚悟で金４万1,480円で入札
経済学部
し、工事は昭和15年８月27日に竣工した。
昭和15（1940）年３月には第２部つまり東亜科の
第１回入学生を募集し、その志願者は当初の予想を
遙かに超過し、結局57名の合格者を発表した。学科
課程は校長を委員長とする東亜科学科課程委員会が
設けられ、計画がたてられ、文部省の認可を待って
実施することとなった。そしてこの作業は小寺、細
野、長尾、高田の諸教授が当たった。第１学年生が
入学すると校長は自ら指導に当たった。特に、第１
部の学生との折合いなどについて心配した。しかし
これらは全く杞憂に終わり、１年生全体の結束の推
進役は、第２部すなわちＤ組が果たすようになっ
た。
さらに機構改革が続く。まず調査課の業務内容の
見直しが行われた。従来の調査課は教官の調査を助
ける機関だったが、堀池校長は着任以来、自ら調査
を行う課とし、積極的活動を行うことを要求した。
また国家および地域社会の経済振興に貢献するよう
な総合的な研究活動を訴えた。その結果、調査課は、
自発的に調査活動を企画展開することとなり、同年
11月新しく高田教授、大沼助教授が調査課勤務を命
じられた。これが昭和18（1943）年全教官参加の
｢日本海経済｣の総合的研究への基盤となった。この
基盤形成には、調査課書記藤森清一による調査資料
の収集などの献身的活動、さらに藤森不在中、事務
嘱託中島国衛、福田慶英の根気づよい協力によると
ころが大きい。
開校15周年記念式は、開校10周年の時と異なり、
極めて簡潔に行われ、少数の来賓のみが招待されて
行われた。記念式典は10月20日午前９時から講堂で
行われ、鈴木前校長、大熊教授をはじめとして以下
32名の教職員に10年以上勤続の感謝状を贈り、引き
続き文学博士高田保馬教授の「民族と経済」という
記念講演が行われた。さらに20～22日まで興亜およ
び新ドイツ展、ポスター展、写真展、絵画展、書道
展などが開催され一般に公開された。さらに23日は
記念運動会が催され、高岡市全体の呼び物行事だっ
た高商運動会が行われた。
このころたまたま運動場の西北隅の外側にある杉
林が伐採されるという噂が流れた。杉林が無くなる
とせっかくの環境が壊されることになるとして、高
陵会でこれを購入の上、15周年記念事業として母校
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に寄付することになった。さらに、高陵会は本校現
教官、前教官それに卒業生などの著書論文を集めて
特別の戸棚に納め、｢高陵文庫｣として母校図書館に
寄付した。
『研究論集』も｢15周年記念論文集｣を特輯発行し
て、巻頭には堀池校長の序文を載せている。この論
文集は｢東亜及び戦時の諸問題｣を特集し、東亜科創
設の記念とし、本校研究会としても最初の共同研究
であった。この共同研究がその後における２回目の
特集｢日本海経済の研究｣となり、｢日本海経済｣の綜
合的全面的研究体制への発展が望まれた。開校15周
年の記念論文集の目次を示しておこう。
『研究論集』第13巻第２･３号合冊
序 堀池英一
興農合作社と商工金融合作社制度 高田源清
満洲国民法を中心とせる
日満支３国民法の比較（総則編） 土生滋穂
｢資源配置｣の概念 大熊信行
近時の通貨事情と金属の意義 長尾義三
小売商免許制の問題 西原邦志
時変下の減価償却問題 高光兼重
ニュー・ステイツマン・アンド・
ネイション誌寄稿家の第二次欧洲大戦
に対する態度について 今井治郎
戦時鉄道運賃政策の実証的一研究 細野日出男
税率の基本構造 日比野勇夫
海上重複保険論 高橋正二
体象貨幣の生産 佐原貴臣
大陸発展と外国語 杉田　正
国語･国字問題管見 正木隆次郎
なお学友会誌『志貴野』も高陵会誌『高陵』も共
に開校15周年記念の特輯号として発行された。
東亜科の創設による生徒定員の増加のために校舎
研究室を増築した結果、運動場が手狭になったため
に、文部省が高等教育機関での学校教練を奨励して
いる際でもあったので、堀池校長は、高岡高商の敷
地拡張を計画し、校舎敷地前の原野に運動場を設け
ようと決意した。しかしこれまでこの土地の入手は
極めて困難だったので、昭和15（1940）年夏ころか
ら慎重に購入対策を練り、校長は土生教授に学校側
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交渉委員を任せ、他方卒業生の志甫三郎平・岡本清
右衛門に土地購入交渉に参加してもらい、土地所有
者代表である高岡東部耕地整理組合の責任者および
民間の大地主などと交渉が続けられた。しかし地価
の点、所有権者が多数である点などから、交渉は再
三にわたって暗礁に乗り上げた。結局昭和16（1941）
年１月に堀池校長の転任が伝えられたので、地権者
の１人である橘直治は、群小地主や責任者に対する
説得を決意し、円満譲渡を申し出た。昭和17（1942）
年９月17日、登記が完了し、国有地台帳にも載り、
手続きが完了した。なおこの新運動場敷地は、その
後の食糧難に対応し、食料増産農場として全面的に
活用されることになる。
堀池校長は教官の研究を奨励したが、同時に学生
の研究も奨励した。例えば高陵会の研究奨励に関す
る制度はこの時代に実現したのであり、高陵会文庫
や図書館閲覧室の全面的改造もそうだった。特に奨
励金制度は高田教授の努力によってその資金の確保
が行われたが、これを援助しその趣旨を貫徹させた
のが校長の熱意だったと言われている。この研究奨
励資金は高陵会員および在学生の研究奨励を目的と
したものだが、その事業内容は（1）高陵会員の研
究成果の出版に対して援助すること、（2）在学生の
研究奨励の援助をすることの２つだったが、（1）の
事業は実現せず、（2）が昭和14（1939）年から実施
され、学生から懸賞論文を募集し、入賞論文には授
賞が行われた。
校長は教官および学生の学問研究を奨励する一
方、「明朗で敢為な」青年は健全な体躯の持ち主で
なければならないという考えを持ち、高岡高商学生
の体力増強運動を企画し推進した。その象徴が、全
校体操であった。昭和14（1939）年４月から毎日第
１限と第２限との間に、晴天ならば運動場で、雨天
ならば屋内で体操を行わせ、さらに放課後にも晴天
の場合は約30分「建国体操」または駆け足などを実
施させた。しかもこれらの各種体操はもちろん、駆
け足も堀池校長自ら陣頭に立って指揮したことは、
当時の教育機関の責任者の実態を我々に教えてくれ
る。昭和15（1940）年に着任した頭川助教授も、こ
の全校体操に献身的に努力した。特に全校体操を冬
期に実施することは、極めて困難を伴ったが、堀池
校長は実施を強行した。なお高岡の冬期は雪に蔽わ
れるが、スキーを奨励し、体力練磨に留意したこと
も、堀池校長の創見だったという。このため他の教
官もスキーにとりくみ、学校裏の丘陵は恰好の練習
場となり、スキー熱は一層盛んとなった。この丘陵
に夜間練習のため臨時に電燈が付設されたという。
昭和13（1938）年ころまで学校内に喫煙場所が設
けられ、一般に喫煙が許されていたが、昭和14
（1939）年春設けられた「保健委員会」の席上で禁
煙が論議にのぼったが、結論が出ずそのままになっ
ていた。ところが昭和14年５月の「青少年学徒ニ賜
リタル勅語」がきっかけになり、まず寮生の幹事が
自発的に協議し、禁煙を決議した。この寮生の決議
が、一般学生にも波及し当時のクラス代表が校長に
自発的に禁煙断行を申し出た。学校側もこれを認め
全校禁煙となった。これ以前に、従来の長髪の不潔
と、不衛生が問題になり、丸刈が励行されたのも堀
池校長の時代だった。
堀池校長は学生に対し礼儀と節度を守ることを要
求した。当時、中等学校ではすでに軍隊式敬礼が採
用されており、それを念頭に堀池校長は、高岡高商
を卒業して入営すれば軍隊式敬礼が強制されるの
で、入営以前から敬礼方式を軍隊式敬礼に切り換え
る方が適切だという結論に達した。このような堀池
校長の決断によって、昭和14（1939）年以降高岡高
商内では軍隊式敬礼が行われるようになった。
以上のように太平洋戦争勃発以前に、すでに高岡
高商学生の日常生活の多くの部分が「兵営」化して
いたといってよかろう。
昭和12（1937）年「日華事変」勃発以来、昭和14
（1939）年第二次世界大戦の勃発を経過して「戦時
教育体制」が強められた。その一つの例が、第二次
近衛内閣による「ナチス型の一党独裁体制」や「万
民翼賛」であろう。「万民翼賛」の高等教育への影
響は、昭和15（1940）年12月に当時の鈴木校長が団
長となり「高岡高等商業学校報国団」という組織が
作られたことである。
報国団結成の目的は「本団ハ皇国教学ノ本義ニ則
第６節　高岡経済専門学校から
工専への転換
経済学部
リ全校一致愈々団体訓練ヲ重ンジ心身ノ修練ニ努メ
校風ヲ発揚シ国民的性格ノ錬成ニ邁進シ以テ学徒報
国ノ誠ヲ致スヲ目的トス」と「高岡高等商業学校報
国団規則」は述べている。ただしその組織の中身を
見て行くとそれまでの「学友会」に、日常生活の相
互監視、学用品配給と福利厚生機能を加えたものが
「高岡高等商業学校報国団」だったことが分かる。
それは、もう少し報国団の内容を見れば明らかであ
る。
報国団は１、総務部　2、鍛錬部　3、国防訓練部
4、文化部　5、生活部　6、配給部の６つの部から
成り立っていた。総務部は、報国団活動の企画、運
営、会計そして従来学友会の機関誌だった『志貴野』
の編集発行も行った。鍛錬部は剣道班、柔道班をは
じめとする17班からなり、国防訓練部は１、射撃班
2、銃剣班　3、騎道班　4、自動車班　5、スキー班
の５班によって構成され、文化部は以下の15班から
成っていた。
1、国防研究班　2、思想研究班　3、法律研究班　4、
経済研究班　5、商業研究班　6、語学研究班　7、
自然科学研究班　8、東亜研究班　9、独逸研究班
10、国際問題研究班　11、宣伝広告研究班　12、文
芸研究班　13、講演班　14、音楽班　15、芸能班
生活部は風紀、保健、娯楽など学生生活全般につ
いて時局に適合するか否かの判断をし、それらの企
画指導を行い、さらに学生の旅行、宿所の斡旋など
福利厚生事業を担当し、輪番制で担当したようだっ
た。配給部は報国団員へ学用品や日用品を配給し、
この作業を経験させることによって報国団員に実際
の商品の流通という実務を経験させる目的だった。
創立当時の主要役員は、副団長兼総務部長佐原教授、
鍛練部長土生教授、国防訓練部長小寺教授、文化部
長大熊教授、生活部長日比野教授、配給部長栗原教
授だった。なお、高岡高等商業学校報国団の結成と
同時に学友会が廃止されたことも付記しておく。
堀池校長の後任校長は、前文部省督学官兼図書監
修官の熊木捨治だった。熊木校長は昭和16（1941）
年１月15日から昭和18（1943）年３月31日までの２
年２カ月間高岡高商の校長を務めた。この時代は、
教育も戦争体制の中におかれ、勉学よりもむしろ訓
練や鍛錬が強調されるようになっていた。
それは、高等商業学校からの上級学校への進学が
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抑制されるようになったことからも明らかだろう。
昭和15（1940）年12月付け文部省通達「実業学校及
実業専門学校卒業者ノ上級学校進学ニ関スル件」が
その端緒で、昭和16（1941）年10月22日付け文部省
通達でさらに強化される。要するに高等商業学校、
高等工業学校などの専門学校卒業生の大学入学が制
限され、商科大学をのぞいた大学への進学は高等学
校卒業生を優先する内容だった。このような進学抑
制政策は、当時のわが国の最優先の課題である「生
産力拡充」実現のため専門学校卒業生を、「１日も
早く」実務につけるために執られたものと考えられ
る。
このような流れはさらに加速化された。昭和16
（1941）年８月に「労務緊急対策要綱」が閣議決定
された。これは技術者労働者不足を補うために高等
教育機関の修業年限の短縮が定められていた。この
閣議決定に基づき昭和16年10月16日勅令924号「大
学学部等ノ在学年限又ハ修学年限ノ臨時短縮ニ関ス
ル件」が公布され、大学学部、大学予科、高等学校
高等科、専門学校、実業専門学校の昭和16年度の就
業期間を最高で６カ月短縮することが可能になっ
た。同時に他方で、それまで高等教育機関在学中は、
徴兵が猶予されていたが、この時政府は兵役法を改
正しその猶予期間を１年短縮した。
昭和16年度卒業生については、文部省は３カ月の
卒業時期の短縮を命じた。そのため高岡高商15回卒
業生195名の卒業証書授与式は昭和16（1941）年12
月28日に行われ、この年には２度の卒業式が行われ
たことになる。卒業生のほとんどが卒業後、徴兵検
査を受けて入営したという。このような就学期間の
短縮に対応するため、高岡高商では就学２年半で卒
業させるカリキュラムを作成すると同時に、上級学
校進学希望者のために臨時補修科を新設し、早くな
った卒業式から上級学校の入学試験が行われる間、
毎週24時間の補修授業を行った。
文部省は、昭和16（1941）年８月８日に訓令「学
校報国団体制確立方」を出した。それは学内に軍隊
に相似した学校報国隊を組織することを命じたもの
だった。前にふれた「学友会」を基本にした高岡高
商報国団とは異なった組織の創設が必要となった。
そこで全学園を１個大隊とし、第３学年、第２学年、
第１学年をそれぞれ第１中隊、第２中隊、第３中隊
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とし、さらに各学年のＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ組を第１小隊、
第２小隊、第３小隊、第４小隊とした。そして各ク
ラス（小隊）を４つに分けそれぞれを分隊とよぶこ
とにした。報国隊長は校長がつとめ、中隊長、小隊
長は教官がつとめ、さらに分隊長は学生がつとめた。
加えて各学年から「身体意志共に剛健なもの」90名
を選抜して１個中隊を編成し、特別警備隊というも
のも組織された。これらの組織が創設されその整備
が完了したのは、太平洋戦争勃発直前の昭和16
（1941）年10～11月ころだった。つまり太平洋戦争
中に行われた学徒への精神教育、学徒の勤労動員は
この報国隊組織を通じて行われたのである。
報国隊学徒幹部に対する「鍛錬」は、高岡市内の
寺院に泊まり込みで、未明の起床、仏前読経、座禅、
報国会活動の研究という日課で行われた。さらに
「東京の養正館道場」で行われた生徒錬成講習会に
約40名の生徒が参加したという。さらに体力鍛錬の
ために、学内体操大会スキー大会、強歩、野外演習
などが行われた。
学徒の勤労作業は昭和13（1938）年６月の文部次
官通牒「集団的勤労作業運動実施ニ関スル件」で指
示され、小規模なそれはすでに行われていた。本格
的な高岡高商生の勤労動員は昭和16（1941）年８月
から11月にかけて行われた。それは国道11号の中川
工業試験場から高伏道路にかけてのコンクリート舗
装工事だった。この作業のため報国隊の２個小隊
（２クラス）が毎日放課後庄川河畔からの砂利採取
と、コンクリート舗装作業を行った。この作業の実
績は、参加延べ人員3,157人、舗装延長600メートル、
砂利採取量360立方メートルだった。昭和16年５月
の文部次官通牒「青少年学徒ノ食糧増産運動参加ノ
件」によって学生による食料生産が奨励された結果、
高岡高商も独自に耕地を開墾し農業生産に参加する
ことになり、高岡近郊の休閑地を探した結果、庄川
河川敷に休閑地1,000坪をみつけ、その無償貸与を
受け、学生延べ数百名を動員し20日間で開墾した。
そこは、「庄川農場」と呼ばれ、ジャガイモ、大豆
などが栽培された。
さらに東条内閣成立直後の昭和16年12月１日に出
された「国民勤労報国協力令」による勤労動員が行
われた。昭和17（1942）年６月の東砺波郡南山田村
山田野の開墾作業がそれである。第２、第３中隊が
出動し、１町８反歩を開墾した。さらに陸軍軍需廠
伏木集積所の除雪、地ならし、木材運搬作業などに
も出動した。
戦争が長期化することにより卒業生、教職員の戦
没者が増えていった。高岡高商では戦没者の霊を弔
うために、戦没者の遺品を集めた遺品室を昭和16
（1941）年春につくり、太平洋戦争勃発後の昭和17
（1942）年４月に戦没卒業生、戦没教官の慰霊祭を
行った。
この時期の卒業生の就職は、戦争景気できわめて
良好だった。ほとんどが軍需産業に就職したという。
さらに新設の東亜科卒業生は多くが大陸に渡った。
このように学生の就職状況が良好だった一方、学校
当局は卒業生の就職先についての指導を開始した。
その理由ははっきりしないが、指導内容から推測す
ると卒業生と就職先のミスマッチを防ぐ意図があっ
たように思われる。
昭和16（1941）年４月３日、商品学会が高岡高商
を会場にして開催された。全国の官立公私立高等商
業学校の商品学を担当する教員が二十数名参加し
た。高岡高商の依田講師の司会で学術討論が行われ、
討論終了後は高岡周辺の工場見学が行われた。
この時期の教官の研究活動についてみよう。大熊
経済学部
国道舗装工事
庄川農場
信行教授が東京商科大学に学位請求論文（主論文
「経済理論における配分原理の所在ならびに適用に
関する基礎的研究」、副論文「生活の領域における
配分原理の拡充に関する若干の研究」）を提出し、
昭和16年３月24日に経済学博士を授与された。大熊
教授のユニークな経済学基礎理論は、『配分原理第
１巻』｣（日本評論杜･Ａ５判550頁）として集約さ
れ、学界において注目を浴びた。また、高田源清教
授は、「満州」中国の経済法制に研究を進め『満州
及支那の組合制度』（叢文閣･Ａ５判620頁、昭和16
年５月）、『満州国策会社法論』（東洋書館･Ａ５判
280頁、昭和16年６月）などを著したが、対満事務
局から｢満州に於ける民族思想並に文化施設研究事
業補助金｣の交付を受け、｢満州に於ける同業公会制
度並に商工会制度の沿革的並に現行的研究｣を進め
るため、文部省から「満州」国に出張を命じられた。
昭和17年３月３日出発、４月10日に帰り、現地の実
態を発表した。城宝教授も、昭和17年７月文部省内
地研究員を命じられ、｢新体制下地方特殊産業の比
較研究等」につき調査のため中部各都市へ出張し、
その業績を公表した。各教官の個別的研究は引き続
き盛んに行われた。その中の主要なものを挙げれば、
つぎのようになる。大熊信行教授には『政治経済学
の問題』（日本評論杜）があり、また高田教授は、
『商工業組合員の権利義務』（巌松堂）、『経済官庁と
経済団体』（東洋書館･菊判600頁）、『営団と統制令』
（東洋書館・菊判426頁）、『企業の国家性』（東洋書
館・菊判134頁）などを矢継ぎ早に上梓した。さら
に向井梅次教授は『現代商業政策』（国際書房･菊判
210頁）を著した。他にも、伊藤教授の『ジャーナ
リズムの日本的課題』（日本評論社）、日比野勇夫教
授の『高等商業経済計算』（東京開成館）、『随伴高
等商業経済計算表』（東京開成館）がある。『研究論
集』は昭和16年以降、昭和19（1944）年７月の最終
号まで13冊が発行された。
昭和16（1941）年以降の教官の異動を一瞥しよう。
まず昭和16年７月に依田講師が大連高等商業学校に
転任した。さらに傭外国人教師スタンレ ・ーアルバー
ト・パードンは、神戸の外国人収容所に収容された。
パードンは再三の英国大使館からの引き揚げ勧告を
拒否し、わが国に踏みとどまったために収容される
結果となった。パードンは長崎生まれであり、日本
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人の妻をめとり子供が２人いたというが、その後の
消息は知り得ない。さらに大熊信行教授が依願退職
した。大熊教授は高岡高商経済原論の担当者として
学生の指導に当たったが、研究者として配分理論を
研究し、一橋大学から経済学博士を取得し、高岡高
商の看板教授ともいうべき存在だった。大熊教授は
退官後東京に住んで研究活動、文筆活動に専念する
と同時に、高岡高商では非常勤講師として１年２回
３週間ずつ集中講義をすることになった。昭和17
（1942）年９月、栗原教授が依願退官した。栗原教
授は高岡高商創立以来在職し、簿記担当の教授とし
て、さらに消費組合理事長、報国団野球班長として
も活躍した。栗原教授の転職先は東京産業報国会で
あった。昭和18（1943）年３月、傭外人教師ドイツ
人ニコラウス･フォン･ボックが夫人の病弱を理由に
退職した。
他方で、新任教授をみよう。庭山秀夫（東京外大
卒）がロシア語担当助教授として就任（昭和17年３
月）したが、間もなく軍務に就き学園を去った。虎
尾正助は、外国貿易実務、商業英語担当講師として
大阪商大高商部より着任（昭和17年４月）、西尾好
文（広島文理大卒）は、商品学担当講師として就任
（昭和17年５月）し、同年10月28日教授に昇進した。
勝島忠は、大沼助教授応召の後を承けて中国語担当
講師に就任（昭和17年５月）したが、同年10月15日
付で退任している。進藤浩二郎は、英語担当教師と
して就任（昭和17年５月）。土田三千男は中央会計
研究所研究員だったが、栗原教授の後任として会計
学･原価計算の担当講師として着任（昭和17年11月）
した。
昭和18（1943）年になると日本軍の敗色が濃厚に
なり、そのような戦況の悪化に対応するために東条
内閣は「国内体制強化方策」を発表した。それは、
「1、国政運営の決戦化」、「2、国民動員の徹底」、「3、
国内防衛体制の徹底強化」、「4、重要産業の整備」
という政策目標から構成されていた。このような中、
校長が熊木校長から第５代校長長崎太郎に代わっ
た。長崎の前職は京都帝国大学学生主事兼司書だっ
た。長崎校長は高岡高商の最後の校長となった。
上に述べた東条内閣の「国内体制強化方策」の２
番目の「国民動員の徹底」の具体化の一つとして、
学校教育全般の大変動が企画されつつあった。それ
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は昭和19（1944）年10月12日の閣議決定「教育に関
する戦時非常措置方策」で明らかとなった。具体的
には（1）理工科系統と教員養成諸学校学生以外の
学生の徴兵猶予の停止、（2）法文系大学、専門学校
は縮小をはかって、大幅な整理、統合、転換の断行
と理工系大学、専門学校は整備拡充というもので、
以上の政策を現実化させるために、（1）高等学校の
入学定員を文科は従来の３分の１に削減し、理科は
拡充する、（2）高等商業学校は、一部を工業専門学
校に転換、一部を生産技術を持った工場経営者を養
成する工業経営専門学校、他は経済専門学校と改称
することを行った。
このような東条内閣の方針によって、高岡高等商
業学校は、昭和19（1944）年３月28日、勅令165号
「文部省直轄諸学校官制改正」で工業専門学校に転
換させられることになった。在校生のために存続す
る高岡高等商業学校を高岡経済専門学校と改称し
た。他の高等商業で高岡と同じ運命をたどったのは
彦根高商と和歌山高商の２校だった。高商の主な教
官は、工学関係者と入れ替わって高商を去り、他の
学校に移ったり中国大陸の大学に移ったり、官庁に
入った。
転換した高岡工業専門学校は、高等商業の敷地、
校舎、校具、図書をそのまま利用し、教官も専任教
官はわずか２名で、残りは付近の工場の技師が非常
勤講師をつとめ、講義を担当する状態だった。この
ように、施設設備が高商からの転換だったので教育
内容も当然不十分とならざるを得なかったと思われ
る。和歌山、滋賀の状態も同様だったという。
一方、教育機関の兵営化もさらに進んだ。昭和18
（1943）年３月30日に「戦時学徒体育実施訓練要綱」
が出され、体育を兵士養成のための科目に再編する
ことがまず行われ、10月２日には「教育に関する戦
時方案」が閣議決定されて、徴兵猶予の停止および
徴兵年齢の引き下げが決定され、学生で兵役につく
ことが一般的になりつつあった。同時に、「学徒軍
事特別要綱」が制定されて、軍事教育の一部が学校
で行われることになり、学園は軍隊の「予備士官学
校」化し始めたといってよかろう。他方で、教官の
研究活動は『研究紀要』の発刊を通じて継続された
が、昭和19（1944）年７月発行の第17巻合併号『高
岡高商転換訣別記念号』が、その最後となった。最
後の『研究紀要』の発行と同時に、『高岡高等商業
学校史』が昭和20（1945）年４月１日に金沢の明治
印刷株式会社から出版された。当時の状況を知る人
にとって、この出版は「ほとんど奇跡」と写ったよ
うである。
一方、近衛内閣当時から行われていた学徒動員体
制は、昭和18（1943）年以降急速に強化され、つい
に昭和19（1944）年１月18日に「緊急学徒動員方策
要綱」が閣議決定され、学徒の１年を通した勤労動
員体制がしかれ、昭和19（1944）年２月25日には
「教育ニ関スル決戦非常措置要綱」が重ねて閣議決
定され、わが国の中学校以上の学生・生徒は１年を
通じて、常時勤労動員その他の任務に出動させるこ
とが決定された。
高岡経済専門学校生の勤労動員の軌跡を追ってみ
よう。時期のはっきりしない動員をまず見れば、（1）伏
木港の荷役作業、（2）県下金山村での農地開発作業、
（3）高岡市近隣農村での草刈り、稲刈り作業、
（4）富山市飛行場拡張作業などがあった。次に期日
の順に見て行こう。昭和19（1944）年４月から１カ
月の間、全校生徒が、富山県下野村、福岡町、正保
村、北蟹谷村に出動分宿して、土地改良事業および
農家労働の補助を行った。さらに休息をとる間もな
く、３年生は昭和19年５月から７月まで県下笹津マ
グネシウム工場、富山市報国砂鉄精錬所に出動し、
７月から小杉の東京陸軍造兵廠小杉製造所に配置転
換になり、２年生は運輸通信省伏木港湾事務所伏木
石炭堆積場 土木作業に出動した。３年生の卒業が
昭和19（1944）年９月20日に行われた後、２年生が
代わって小杉の東京陸軍造兵廠小杉製造所に動員さ
れた。このような動員先の選定に当たって、学生に
有利な動員先を選ぶために「長崎校長の捨て身の配
経済学部
『高岡高等商業学校史』
慮」があったことを『富山大学経済学部50年史』は
伝えている。
以上のように昭和19年から20年の間は、勤労動員
と軍事訓練で、高岡経専は高等教育機関として機能
していなかったと思われる。このような中、昭和20
（1945）年８月15日、日本は連合国に無条件降伏を
した。日本の敗戦である。降伏を承けて小杉の東京
造兵廠小杉製造所の動員は８月16日に解除され、学
生たちはもどってきた。９月１日には、文部省から
授業再開の指示があったが、前述のように高岡高商
の教官は工専転換と共に、大陸に去るか転職するか
で、ほとんどおらず、さらに強制的に転換された工
専との関係如何が不透明のため、高岡経専は授業を
再開できる状態ではなかった。９月20日に卒業式が
534
行われ卒業生200名中出席者は約半分、服装も軍服、
作業服、学生服とさまざまで、出席教官も校長を除
いて佐原、日比野、田中の３教官だったという。
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高商最後の卒業式
